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【研究目的】 

 本研究では、生活保護受給者（以下、「被保護者」とする）の特性に応じた健康管理支援

をすすめるための基礎資料として、生活保護システム、医療扶助レセプト、社会的孤立に関

する聞き取り調査のデータを用いて、被保護者の特性と健診受診の関連要因や、健診受診と

社会的孤立の関連を明らかにすることを目的とした。 

 

【研究の必要性】 

 令和３年 1 月より施行された被保護者健康管理支援事業では、被保護者の健康状態や健

康課題について、データを把握した上で、医療と生活の両面から支援を行うことが求められ

ている。さらに、健康面の支援に加えて、孤立の防止や適正な受診行動を支援するような追

加措置が有効であると示唆されている。 

 

【実施内容・結果】 

（１）被保護者の疾病罹患の実態 

 ①対象者 

  令和元年度から令和３年度の間に、仙台市泉区にて生活保護を受給していた被保護者

世帯で医療機関を受診したことのある者。 

 ②調査方法 

  被保護者の医療扶助レセプトよりデータ抽出し集計した（記述統計）。 

 ③調査内容 

  抽出するデータは先行研究（西塚，2022）を参考に、対象者全体の疾病罹患状況を把握

できると考えられる項目を選定した。また、疾病罹患の症状によってレセプト枚数およ

び医療費は異なると考えられるため入院と入院外で分けて調査を行った。入院とは入

院している者のレセプトである。入院外は入院している者以外のレセプトで、歯科、訪

問看護ステーション、薬局を除いたものと定義する。歯科、訪問看護ステーション、薬

局のレセプトは傷病名が 119 分類に分類されていないものである。119 分類とは、世界

保健機関（WHO）により公表されている「疾病及び関連保健問題の国際統計分類」に準

じて定めたものであり、社会保険の分野で疾病統計を作成する際の統一基準として、広

く用いられているものである。 
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 ④結果 

  令和元年度から令和３年度までのレセプト枚数は毎年増加傾向にある（表１、表２）。

レセプト枚数の増加に伴い、医療費用も増加している状況がうかがえる。 

 

表１．レセプト枚数の推移 

レセプト枚数（枚） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

入院 836 928 1,013 

入院外 16,494 17,197 17,852 

全体 17,330 18,125 18,865 

 

表２．決定点数の推移 

決定点数（点） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

入院 44,192,576 47,360,762 54,607,990 

入院外 23,113,636 25,574,698 28,110,289 

全体 67,306,212 72,935,460 82,718,279 

 

  次に、疾患毎のレセプト枚数、費用の結果である。入院外のレセプト枚数で最も多かっ

たものは、高血圧性疾患であった（図１）。次いで、糖尿病、皮膚炎及び湿疹、その他

の神経系の疾患が上位を占めている。高血圧性疾患は増加傾向、糖尿病、皮膚炎及び湿

疹、その他の神経系の疾患はやや微増していた。入院外の医療費が最も高かったものは

高血圧性疾患であった。入院のレセプト枚数、医療費ともに最も多かったのは統合失調、

統合失調症型障害及び妄想性障害であった。調査結果より、精神疾患を有する者の自立

助長、生活習慣病の重症化予防に向けた取り組みが特に重要であることが明らかにな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．入院外の傷病別レセプト枚数（年次） 
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（２）生活保護受給者の予防的サービスと社会的孤立の関係性の検討 

 ①対象 

  令和 4年 1月時点で泉福祉事務所管内の被保護者（1,739 名）のうち、ケースワーカー

が回答を得られると判断した者。 

 ②活用データ 

  生活保護システム、医療扶助レセプト、社会的孤立に関する聞き取り調査 

 ③変数の測定 

  健診受診の有無 

医療扶助レセプトには、年間の健診受診の結果が記載されており、その記載結果から受

診した場合を「受診有り」、未受診の場合を「受診無し」とした。 

新型コロナワクチンの接種の有無 

本調査では、「新型コロナウイルスのワクチンを接種したことがありますか」という聞

き取り調査を実施しており、選択肢は「1 回ある」、「2 回ある」、「3 回ある」、「ない」

とした。ワクチンを 1 回以上接種したことがあると回答した場合を「ワクチン接種有

り」とし、ワクチンを接種したことが無い場合を「ワクチン接種無し」とした。 

社会的孤立状況 

被保護者の社会的孤立の状況を把握するため、厚生労働省の手引き、西岡（2020）、野

口（1991）の尺度を参考に聞き取り調査内容を作成した。対面接触頻度については「友

人・知人にはどのくらいの頻度で会っていますか」、電話などの非対面接触については

「友人・知人にはどのくらいの頻度で連絡していますか。電話、メール、SNS での連絡

も含みます」として、対象者に質問した。選択肢は、いずれも「週に１回以上」、「月に

１回以上」、「ほとんどない」、「全くない」の４段階であった。接触頻度の基準について

は、先行研究と被保護者の安否確認など現実的対応を踏まえ、週１回程度の接触は必要

であると考えた。そのため、友人・知人との接触が週１回以上ある場合は「対面接触有

り」、それ以外は「対面接触無し」とした。非対面接触についても同様に、週１回以上

ある場合は「非対面接触有り」、それ以外は「非対面接触無し」とした。ソーシャルサ

ポートに関する聞き取り調査については、野口を参考に情緒的なサポートとして「心配

ごとや愚痴を聞いてくれる人はいますか」、手段的なサポートとして「病気で数日寝込

んだ時に、看病や世話をしてくれる人はいますか」を対象者に質問した。選択肢は、い

ずれも「複数いる」・「一人はいる」・「いない」の 3段階であった。各項目について該当

する方が「複数いる」「一人はいる」と回答した場合はサポート有り、「一人はいる」、

「いない」と回答した場合はサポート無しとした。 

④分析方法 

 健診受診の有無、ワクチン接種の有無の各変数を目的変数として、健診受診及びワクチ

ン接種と社会的孤立の関係を検討するためにロジスティック回帰分析を行った。説明
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変数は、対面接触・非対面接触・情緒的サポート・手段的サポートであり、これらの交

互作用効果も検討した。調整変数としては、性別（女性・男性）、年齢（65歳未満・65

歳以上）世帯人数（単身世帯・複数世帯）、就労（有り・無し）を投入した。 

 ⑤結果 

 性別によって、社会的孤立状況が大きく異なる結果となった。対面接触無し、非対面接

触無し、情緒的サポート無し、手段的サポート無しのいずれにおいても、男性が女性の

割合を上回っていた。女性で非対面接触無しの割合が 60%を下回る一方で、男性では

70％を上回る結果となった。同様に女性の手段的サポート無しの割合は半数未満であ

ったが、男性では 70%を上回る結果となった。単身世帯と複数世帯の対面接触無しの割

合は、80%程度と同程度であったが、非対面接触無しの割合については、単身世帯で

70.2%、複数世帯で 61.4%であった。単身世帯、複数世帯いずれも、手段的サポート無

しの割合が、情緒的サポート無しの割合よりも高い結果となった。また、複数世帯で手

段的サポート無しの割合が、45.5%であったのに対して、単身世帯で 60%を上回る結果

となった。 

表３より、「非対面接触有り」、「情緒的サポート有り」、「手段的サポート有り」が健診

受診有りと正の関連を認めた。「対面的接触有り」の被保護者は、オッズ比が 3.59（95%

信頼区間：1.85－6.94）であった。 

 ワクチン接種については、「対面接触有り」、「非対面接触有り」、「情緒的サポート有

り」がワクチン接種有りと正の関連を認めた。「手段的サポート有り」の被保護者は、

オッズ比が 1.58（95%信頼区間：1.02－2.54）であった。 
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